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Ⅰ．学校法人の概要 
１．概況 

 
建学の精神 
 学校法人足利工業大学は、聖徳太子が十七条憲法第一条に示した「以和為貴」

を建学の精神とし、設置する 5 つの学園（足利工業大学（現足利大学）、足利短

期大学、足利工業大学附属高等学校（現足利大学附属高等学校）、足利短期大学

附属高等学校、足利短期大学附属幼稚園）における教育活動の基本としていま

す。（平成 30 年 4 月大学名称を足利大学へ変更） 

 
学校法人の沿革 
 本学は大正 14（1925）年、足利仏教和合会により足利実践女学校（現足利短

期大学附属高等学校）として設立され、昭和 36（1961）年月見ヶ丘高等学校男

子部（現足利大学附属高等学校）、昭和 40（1965）年月見ヶ丘幼稚園（現足利

短期大学附属幼稚園）、昭和 42（1967）年足利工業大学（現足利大学）、昭和 54
（1979）年足利短期大学が設立され、現在に至っています。 

 
事業の概要 
本学は平成 26 年 9 月に策定した中長期計画に基づき事業を行っており、理事

会、評議員会に加え、毎月開催される学園改革推進委員会において中長期計画

のＰＤＣＡサイクルを回しています。 
 平成 29 年度は大学創立 50 周年を迎え 11 月に記念式典を行いました。また、

地域との連携を強化し、足利市との連携により人工芝サッカー場の整備を開始

したほか、足利赤十字病院から施設を借り受け、女子寮を開設しました。さら

には、準備を進めていた本城新校舎も予定どおり平成 30 年 4 月に供用開始でき

ることとなりました。その他の施設整備では、学生・生徒・園児の安全性・快

適性に重点を置き、工大附属高校体育館及び短大附属高校 1 階のＬＥＤ化、幼

稚園の空調設備の入れ替えなどを行いました。 
収支改善については、大学 50 周年及び名称の変更、本城新校舎整備を積極的

に広報し、大学工学部・看護学部の入学定員確保に結びつけました。また、事

務機器の入れ替えによる経費削減を行いました。ガバナンス面での体制整備を

進め、大学・短期大学共に文部科学省の「私立大学等経営強化集中支援事業」

に選定されました。 
教職員の資質向上のために、大学・短大ではＦＤ活動に積極的に取り組みま

した。ＳＤ活動は大学・短大合同で取組を行いました。また、高校においても 2
校合同の服務規律研修会を実施して、教員のコンプライアンス意識の向上を図

りました。今後、教職員の資質向上について学園全体で充実を図って参ります。 

3



２．設置する学校・学部・学科等（平成29年4月1日現在）

★足利工業大学

[大学院] 工学研究科（博士後期課程） 情報・生産工学専攻

建設・環境工学専攻

工学研究科（修士課程） 情報・生産工学専攻

建設・環境工学専攻

[学部] 工学部 機械工学科

電気電子工学科

建築学科

都市環境工学科

システム情報工学科

創生工学科

看護学部 看護学科

★足利短期大学 こども学科

看護学科

★足利工業大学 普通科

　附属高等学校 機械科

電気科

自動車科

建築科

情報処理科

★足利短期大学 普通科

　附属高等学校

★足利短期大学

　附属幼稚園
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３．学生・生徒数一覧（平成29年5月1日現在）

（１）足利工業大学大学院 （人）

入学定員 1年 2年 合計 入学定員 1年 2年 3年 合計 総計

工学研究科 情報・生産工学専攻 20 11 29 40 3 0 2 1 3 43

建設・環境工学専攻 15 7 7 14 2 0 0 0 0 14

合計 35 18 36 54 5 0 2 1 3 57

（２）足利工業大学

学部 学科 入学定員 合計

工学部 創生工学科 400 255 244 270 302 1,071

看護学部 看護学科 80 89 87 78 82 336

合計 480 344 331 348 384 1,407

（３）足利短期大学

学科 入学定員

　　　　こども学科 100 81 68 1 150

　　　　看護学科 1 1

合計 100 81 68 2 151

（４）足利工業大学附属高等学校

学科 収容定員

　　　　普　　通　　科 480 57 49 69 175

　　　　工　　業　　科 1,260 266 314 250 830

　　　　情 報 処 理 科 120 40 33 23 96

合計 1,860 363 396 342 1,101

（４）足利短期大学附属高等学校

学科 収容定員 ２年

　　　　普　　通　　科 480 134 124 135 393

（５）足利短期大学附属幼稚園

学科 収容定員

　　　　年　　　　長 49

　　　　年　　　　中 53

　　　　年　　　　少 48

        満  3  歳 児 1

合計 210 151

修士課程 博士後期課程
研究科 専攻

１年 ３年 ４年２年

１年 ３年

１年 ３年

合計

合計２年

２年

210

合計

合計

１年 ３年
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４．役員・教職員数一覧

（１）役　員（平成29年5月1日現在）

理事 15名 （うち、学内理事9名）

監事 3名

理事長 理事

理事 理事

理事 理事

理事 理事

理事 理事

理事 理事

理事 監事

理事 監事

理事 監事

（２）教　員（平成29年5月1日現在）

教授 准教授 講師 助教 助手 計 兼任 計

48 25 9 12 10 104 107 211

足利短期大学 4 2 1 4 0 11 24 35

教諭 助教諭 兼任 計

67 0 47 114

24 0 20 44

8 0 10 18 合計 422

（３）職　員（平成29年5月1日現在）

人数

専任職員 10

嘱託職員 2

専任職員 47

嘱託職員 9

派遣職員 5

専任職員 6

嘱託職員 4

派遣職員 0

専任職員 7

嘱託職員 2

専任職員 4

嘱託職員 0

専任職員 2

嘱託職員 3

合計 101

足利短期大学附属幼稚園

髙 倉　秋 子牛 山　泉 　

秋 草  俊 二

法人事務局

足利短期大学附属幼稚園

富 田　隆 　

荘 司　和 男

武 井  全 補

松 下  繁 一

石 川　尚 志

足利工業大学

区分

足利短期大学

足利工業大学

足利工業大学附属高等学校

足利短期大学附属高等学校

足利工業大学附属高等学校

足利短期大学附属高等学校

釆 澤　良 浩

遠 藤  玄 昌末 武　義 崇

蟹 江　好 弘

金 子  武 司

源 田　俊 昭

櫻 井  哲 夫

和 田　幸 信

長 江　仁 一

山 門　實 　
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Ⅱ．事業の概要 
１．足利工業大学（現足利大学） 
（１）工学部・大学院 
 ①教育体制の改善 
平成 28 年度より創生工学科を機械、電気電子、システム情報、建築・土木の

4 分野 7 コースに再編しました。これにより学生が目指す将来像にあったコース

を選択しやすくなりました。 
中途退学の防止に向けて基礎教育の強化を図ることとし、入学前教育にｅラ

ーニングを導入しました。今後、数学を中心に習熟度別クラス編成の強化を行

って参ります。さらにキャリア教育の見直しの検討を開始しました。 
 ②入学者の確保 
 入学者の確保を最大の課題として、入試企画委員会を中心に募集強化を図り

ました。平成 30 年度入学者は定員を上回る 306 名となり、昨年比 51 名増と改

善しました。 
 一方、大学院工学研究科の平成 30 年度入学者は、ＪＩＣＡプログラムによる

留学生 12 名と内部進学者等 15 名の合計 27 名（博士後期課程 1 名を含む）とな

りました。 
③留学生の支援強化 

 平成 29 年 4 月に、留学生支援体制の強化のため留学生支援課を国際交流課に

改組し担当事務職員の 1 名増強を行いました。 
地域と一体となった留学生の支援体制が評価され、日本留学アワーズ私立大

学理工系部門（東日本）において平成 29 年も大賞を受賞し、4 年連続受賞とな

りました。 
④ＦＤ・ＳＤ活動 

 教職員の資質向上のため、ＦＤを 1 回、ＳＤは短大と合同で 1 回を実施しま

した。また、職員 2 名を昇格に合わせ外部研修に派遣しました。省令の改正に

あわせて実施計画を策定しました。 
（２）看護学部 
①完成年度に向けた教育体制の強化 
完成年度を迎えた看護学部については、国家試験対策を強化して取り組みま

した。看護師国家試験合格率は 92．3％となりました。今後対策を強化して参り

ます。 
 ②入学者の確保 
新たに整備した本城新校舎及び女子寮を中心に広報活動を行い、平成 30 年度

入学者は定員を上回る 84 名となりました。本城新校舎での授業体験や女子寮で

の実際の生活等を効果的に広報し、今後も入学定員の確保を図ります。 
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③ＦＤ活動 
 看護学教育モデル・コア・カリキュラムと本学の学位プログラムの整合性に

関して、確認作業を開始しました。今後教育力の強化に向けてＦＤを実施して

参ります。 
（３）研究活動等 
 学内の研究成果を広く周知できるよう足利工業大学研究者情報（リサーチマ

ップ）の整備を行いました。 
（４）地域貢献 
 ①公開講座の実施 
情報科学センターで市民向けパソコン講座を開催したほか、総合研究センタ

ーでは公開講座として 10 月から 11 月にかけて「若手研究者の観る未来（ユメ）

～材料・医療・環境～」をテーマとして計 6 回実施しました。 
 ②ボランティア活動 
 今年度も全学応援団を中心に、チャリティ募金、チャリティコンサートなど

を実施し、社会福祉協議会に寄付を行いました。 
（５）国際交流 
創立 50 周年記念式典に浙江工業大学、ソイル大学の両学長をお招きし、交流

を深めた他、新たにインドネシアのスリヤ大学、フィリピンのマリアノ・マル

コス州立大学と交流協定を結びました。今後は本学学生のアウトバウンドにも

力を入れて、国際的な視野をもった学生を育成して参ります。 

 
２．足利短期大学 
（１）こども学科 
①入学者の確保 
平成 30 年度の入学者は 66 名と前年比 15 名減少の結果でした。これを真摯に

受けとめ、今後 8 回のオープンキャンパス内容の充実や 4 回のＡＪＣエクスペ

リエンスの開催及び教員の高校訪問の工夫をさらに改善して、教職員一丸とな

って入学者確保を図って参ります。 
②教育内容の充実 
初年次教育講座（1 年生前期）から基礎演習（1 年次後期）の内容を精査し、

短大での学習方法、基礎学力などを系統的に学ぶことができるよう改善をしま

した。また、こども学科での資格取得の核となる段階的な実習のための事前・

事後指導について、担当教員が工夫をし、学生の力になるよう改善しました。

ディプロマポリシーとシラバスとの関連についてチェックし、各科目の内容に

活かしています。 
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③第 23 回表現活動発表会（ラ・ネッサンス）の開催 
23 回目を数える表現活動発表会は音・図・体の表現活動を一堂で行うこども

学科最大の行事です。舞台発表では反響板の設置による所要時間の困難もあり

ますが、さまざまな工夫で 23 年目を迎えました。平成 29 年度は 12 月 16 日に

実施し、外部から 381 名が来場しました。 
④ＦＤ活動 
幼稚園教育要領・保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教育・保育要領

が新しくなったことから、講師を招き研修を実施しました。この他、教員同志

による勉強会を昨年度に引き続き 2 回行いました。また、学生による授業アン

ケートでは集計表と報告書を各教員が確認の上共通認識を持ち、授業に活かし

ています。また、自己点検・評価委員会でもすべての科目の集計表と報告書を

確認し、必要に応じて教員の意見を聴き授業改善を図っています。 
⑤ 研究活動等 
足利短期大学研究紀要に各教員の成果をまとめました。学会発表も活発に行

われています。実技の教員は社会的活動で地域に貢献しました。 
（２）看護学科 
平成 29 年度は残る学生 1 名が卒業し、学科を廃止することができました。 

（３）地域貢献 
 ①公開講座の実施 
例年好評を博している公開講座を、9 月に「生活の中の仏教講座」及び「大人

のための絵本講座」の 2 つのコースで各 2 回合計 4 回実施しました。今後とも

仏教系短期大学の特徴をいかした公開講座を開催して参ります。 

 
３．足利工業大学附属高等学校（現足利大学附属高等学校） 
①平成 30 年度入学者の確保 
目標と実際の入学者は、学科ごとに次のとおりとなりました。入学者は普通

科が 17 名増となりましたが、工業科は 26 名減となり合計では 18 名減少しまし

た。他の周辺私立高校と比較すると本校の減少幅は小さいものでしたが、中学

校卒業生が減少していく中で一層の募集強化が課題として挙げられます。 
目標   入学者数（前年比） 

普通科   70 名      74 名（＋17） 
工業科   200 名        178 名（－26） 
自動車科  70 名        52 名（－10） 
情報処理科  30 名        41 名（＋１） 
合計   370 名        345 名（－18） 
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②経費の削減 
冷暖房のきめ細かな稼働調整等により、光水熱費を30万円程度削減しました。 
③教育の充実 
工業科では資格取得に向けた体制を整備した結果、ジュニアマイスターゴー

ルド認定者が誕生しました。普通科では、「スタディサプリ」を進学指導の改善

のために導入し、1・2 年生全員で取組む体制を構築しました。きめ細やかな生

徒指導の取り組み等により、退学者は前年比 4 名の微増に留まりました。 
④教員の資質向上 
教員を対象として体罰やハラスメントに関する研修会を実施し、服務規律に

関する誓約書を提出させました。また、教員研修計画を整備して初任者研修の

内容を改善しました。 
⑤高大連携の改善 
足工大との連携として、学年毎に工学部見学会を実施しました。入学前教育

充実のために大学と協議を重ね、足工大クラスの補習授業を実施することで足

工大への内部進学者が 5 名増となりました。 
⑥運動部活動の競技力向上 
レスリング部、バレーボール部、スキー部、テニス部、弓道部が全国大会に

出場しました。レスリング部は個人戦で国体優勝、バレーボール部は春高バレ

ーで全国ベスト 16、スキー部は関東大会個人大回転で 2 連覇を果たしました。

サッカー部はリーグ戦 1 部に復帰しました。 
⑦文化部活動の活性化 
吹奏楽部は定期演奏会や足利市内の各種行事で活躍し、地域貢献を果たすこ

とができました。瀬南祭の開催では、来場者数が過去最高となりました。 
⑧学校評価の実施 
第三者評価委員を加えて学校評価委員会を開催しました。保護者アンケート

からは、学校の教育活動全般に対して良い評価を得られました。 

 
４．足利短期大学附属高等学校 
①入学者の確保 
中学校訪問に際して効果的な教員の配置を行うとともに、校長による市内中

学校訪問、教頭による太田市内中学校訪問を実施しました。 
 校内で実施する中学生・保護者対象の説明会を 6 回から 7 回に増やしました。 
②学習環境の向上 

 「スタディサプリ」導入 2 年目にあたり 1・2 年生全員を必修としました。そ

のため授業での指導にも活用でき、学び直し的な授業展開が可能になりました。 
 数学は習熟度別授業を 1 年生だけでなく 2 年生にも導入し、効果を上げてい
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ます。 
夏休みの登校日における作文指導や 3 年時における共通テスト実施により、

生徒の進学意識向上を図りました。 
年度末の修業式を遅らせて授業日数を増やしました。 
③効果的な本校の宣伝 

 新聞等への掲載については費用対効果を考えて実施しました。入試問題集に

ついては過去 3 年間を 2 年間に縮小して作成しました。 
④生徒支援 

 生徒支援会議を開催して組織的な生徒支援を行い、不登校の生徒の教室復帰

を促すことができました。 
⑤環境整備 
会議室の机・椅子の新調、職員室や会議室のＬＥＤ化、体育館のステージの

床の取り替えを行うことができました。また、自転車置き場を体育館脇と教会

脇に配置して生徒の利便性を図るとともに、防犯カメラによる安全管理を続け

ています。 
⑥短大との連携 

 短大と定期的に話し合いが続けられ、7 月には教員間の交流会が実施されまし

た。また、短大の先生による講話が 1 年生と 2 年生全員に実施されました。 
⑦地域とのつながり 

 長林寺の駐車場をお借りして体育祭を「さいこうふれあいセンター」で実施

できました。また、体育館で行われる花祭りには地域の方々の参加者が増加し

ています。 
⑧部活動の活性化 

 バトントワリング部がジャパンカップ 5 位に入賞し、日本バトントワリング

コンテストでは銀賞を受賞しました。ソフトテニス部がシングルスで国体出場

を果たしました。 
⑨現職教育 
教育の基となる「本校の教育計画」や「組担任マニュアル」を作成し、現職

教育の講演を実施しました。 

 
５．足利短期大学附属幼稚園 
①預かり保育の実施 
預かり保育を平日では月平均 21 名で実施しました。 
②地域子育て支援講座『ももちゃんクラブ』の実施 
子ども同士のふれあいや保護者同士の交流の場の提供と幼稚園教諭による遊

びや足利短期大学丸山政敏教授による体操あそび、食育、子育て相談を全 27 回
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行いました。参加申し込み人数は 44 組 88 名でした。 
③高齢者との交流事業の実施 
ケアハウス天王及びうるしばら介護複合施設のお年寄りと交流事業を実施し

ました。 
  ・花まつり招待 ・すいかわり招待 ・焼き芋パーティー招待  
  ・敬老の日に因んで園児施設訪問 ・卒園時に１年間のお礼として訪問 
④中学生の職業体験事業 マイチャレンジの実施 

  ・足利市立協和中学校  生徒 6 名  6 月 14 日～16 日（3 日間実施） 
  ・足利市立愛宕台中学校 生徒 4 名  1 月 24 日～26 日（3 日間実施） 

⑤ファミリー参観の実施 
6 月 17 日（土）、父の日に因んでファミリー参観を実施しました。親子で一緒

に制作を楽しみ、ふれあいの機会を設けました。 
⑥夏祭りの実施 
7 月 22 日（土）に園庭で園児やその家族、また近隣の人たちが来園し出店、

ゲーム、盆踊りや御輿、花火大会を行いました。（来場者約 700 名・在園児含む） 
⑦幼稚園評価および自己評価の実施 
8 月、12 月、3 月に教職員による自己評価を実施しました。 
⑧平成 30 年度予定園児数 
入園者の確保に向け努力した結果、44 名の新入園児を迎えました。前年比で

は 7 名の減少となりました。 
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７財務説明資料　　資金収支計算書

　　　当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並びに当該年度における

　　支払資金(現金及びいつでも引き出せる預貯金)の収入及び支出の顛末を明らかにするものです。
科目の説明

　資金収支計算書独自の科目

　前受金収入　　　：4月以降分（翌年度）の学費などが3月末日までに納入されたときの収入です。

　資金収支調整勘定：当年度の活動に供されているが、前年度以前や翌年度以後に収入・支出となるものが決算時に存

　　　　　　　　　　在しているときの調整勘定のことです。

　前期末前払金　　：当該年度中に支払う支出のうち、前年度までに支払済のものです。

　前期末前受金　　：当該年度中の収入のうち、前年度までに入金済のものです。

　期末未払金　　　：当該年度中に支払う支出のうち、翌年度以降に支払うものです。

　期末未収入金　　：当該年度中の収入のうち、入金が翌年度以降になるものです。

学生生徒等納付金
収入

授業料・入学金などの学
生・生徒から納入された
ものです。

手数料収入
入学検定料や証明書発
行手数料などです。

寄付金収入

用途指定のある寄付金
を特別寄付金といい、そ
れ以外の寄付金を一般
寄付金といいます。

補助金収入
国や地方公共団体など
から交付されるもので
す。

付随事業・収益事
業収入

売店などによる補助活動
収入や外部から研究委
託を受ける受託研究収

入などの収入です。

受取利息・配当金
収入

預貯金の受取利息など
の収入です。

施設関係支出
建物、構築物、建設仮勘
定、施設利用権などの支
出をいいます。

設備関係支出

教育研究用機器備品、
管理用機器備品、図書、
車両などの支出をいいま
す。

人件費支出

教職員に支給する給与・
賞与・退職金、専任教職
員の退職金財団掛金な
どです。

教育研究経費支出

教育・研究活動に支出
する経費です。消耗品
費・印刷費・光熱水費・
旅費交通費・奨学費・修
繕費・保守料・賃借料・
業務委託費などがありま
す。

管理経費支出

法人業務や学生・生徒
募集活動など、教育・研
究活動以外の活動に支
出する経費です。

学生生徒等納

付金収入

2,790 

手数料収入

59 

寄付金収入

42 

補助金収入

886 

付随事業・収益

事業収入

95 

受取利息・配当金収入

1 

雑収入

613 ［ 収入の部 ］

資金収入合計

4,486 

人件費支出

3,283 

教育研究経費支出

985 

管理経費支出

346 

施設関係支出

1,121 

設備関係支出

154 ［ 支出の部 ］

資金支出合計

5,889 

単位：百万円

単位：百万円
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　　事業活動収支計算書

　　　当該会計年度の活動別収入及び支出の内容及び均衡の状態を明らかにするものです。
　　事業活動収入は経常収入（負債にならない収入）と特別収入を合計した金額です。
　　事業活動支出は学校法人の費用となる金額で､資産取得の支出などを除いたものを計上します。

科目の説明

事業活動収支計算書独自の科目

　教育活動収支：学生生徒等納付金・手数料・寄付金・補助金などの学校法人の主要収入であり、借入金のように返

　　　　　　　　済義務のある収入を除外した収入から人件費・教育研究費・管理経費･借入金利息等を差し引いたものです。

　教育活動外収支：受取利息・配当金等の収入から借入金等の支出を差し引いたものです。

　特別収支　　：固定資産にかかる寄付金・補助金などの収入から資産処分差額等を差し引いたものです。

　基本金組入額：学校法人が、諸活動の計画に基づき、教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するため

　　　　　　　　の資産を継続的に保持するための金額であり、第1号基本金から第4号基本金があります。

学生生徒等納付
金

授業料・入学金などの学
生・生徒から納入された
ものです。

手数料
入学検定料や証明書発
行手数料などです。

寄付金

用途指定のある寄付金
を特別寄付金、それ以
外の一般寄付金、寄贈
された物品を現物寄付
金といいます。

補助金
国や地方公共団体など
から交付されるもので
す。

付随事業収入

売店などによる補助活
動収入や外部から研究
委託を受ける受託研究
収入などの収入です。

受取利息・配当金
収入

預貯金の受取利息など
の収入です。

徴収不能額
授業料、奨学貸付金で
徴収が不能となったもの
です。

資産処分差額

不要となった固定資産を廃
棄した時の代価が帳簿残
高を下まわった場合に計上
する差額です。

人件費

教職員に支給する給与・
賞与・退職金、専任教職
員の退職金財団掛金、
退職給与引当金繰入な
どです。

教育研究経費

教育・研究活動に支出す
る経費です。消耗品費・
印刷費・光熱水費・旅費
交通費・奨学費・修繕費・
保守料・賃借料・業務委
託費などがあり減価償却
費が含まれます。

管理経費

法人業務や学生・生徒
募集活動など、教育・研
究活動以外の活動に支
出する経費で減価償却
費が含まれます。

学生生徒等納付金

2,790 

手数料 59 

寄付金 16 

経常費等補助金

885 

付随事業収… 雑収入 613 

受取利息・配当金収入 1 

その他の特別収入

55 

［ 収入の部 ］ 単位：百万円

4,515 

人件費

3,319 

教育研究経費

1,375 

管理経費

389 
資産処分差額

8 

徴収不能額等

2 

［ 支出の部 ］ 単位：百万円

事業活動支出計

5,093 

事業活動収入計
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　　貸借対照表

年度末における資産、負債、基本金及び収支差額を算出し、学校の経営状態を表したものです。

科目の説明

　　　　　　　　　　在しているときの調整勘定のことです。

有形固定資産

土地、建物、構築物、建設
仮勘定、教育研究用機器
備品、管理用機器備品、
図書、車両などです。

特定資産
減価償却引当特定資産、
退職給与引当特定資産

その他の固定資
産

電話加入権、有価証券、
長期貸付金、預託金

流動資産
現金、各種預金、郵便貯
金、未収入金、販売用品な
どです。

固定負債 退職給与引当金

流動負債 前受金、未払金、預り金

（第4号基本金）
１ヶ月の運転資金（文部科
学大臣の定める額）

繰越収支差額
本年度以前の各年度の収
支差額の累計

基本金

（第1号基本金）
土地、建物、備品、図書な
どの固定資産の取得価額

（第2号基本金）
将来固定資産を取得する目
的で積み立てた預金などの
額

（第3号基本金）
基金として継続的に保有
する資産の額

有形固定資産

9,489 

特定資産

3,160 

その他の固定

資産

10 

流動資産

1,556 

［ 資産の部 ］ 単位：百万円

資産の部合計

14,215 

固定負債

1,470 
流動負債

2,127 

基本金

26,655 

繰越収支差額

△ 16,037 

［ 負債の部 ］ 単位：百万円

14,215 

負債及び純資産

の部合計
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本法人の財務比率の推移は、下記のとおりです。

事業収支計算関主要財務比率

比　　　　　率 算式（×１００） 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

　人　　件　　費 ％ ％ ％ ％ ％

1 　人件費比率 　経　常　収　入 79.4 80.3 77.2 76.3 74.4

　教育研究経費

2 　教育研究経費比率 　経　常　収　入 34.5 36.7 35.4 32.4 30.8

　管　理　経　費

3 　管理経費比率 　経　常　収　入 10.5 10.7 11.9 12.7 8.7

　学生生徒等納付金

4 　学生生徒等納付金比率 　経　常　収　入 64.4 65.2 64.9 63.8 62.6

貸借対照表関係主要財務比率

比　　　　　率 算式（×１００） 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

　固　定　資　産 ％ ％ ％ ％ ％

1 　固定資産構成比率 　総　　資　　産 88.7 90.8 93.4 92.9 89.1

　固　定　負　債

2 　固定負債構成比率 　負債＋純資産 8.3 9.3 9.3 10.2 10.3

　運　用　資　産

3 　積 立 率 　要　積　立　額 39.8 36.9 32.1 27.3 22.5

　総　　負　　債

4 　総負債比率 　総　　資　　産 16.5 18.4 19.0 20.4 25.3

※　運用資産＝現金預金＋有価証券＋特定資産、　要積立額＝退職給与引当金＋2・3号基本金＋減価償却累計額

自己資金＝基本金＋消費収支差額

0 %

10 %

20 %

30 %
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90 %

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

人件費比率

教育研究経費比率

管理経費比率

学生生徒等納付金比率
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100 %
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固定資産構成比率

固定負債構成比率

積 立 率

総負債比率
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１．学校会計と企業会計

　企業会計は損益計算書と貸借対照表を作成しますが、学校会計は資金の収支を表す資金収支計算

書、企業の損益計算書にあたる事業活動収支計算書、貸借対照表を作成します。

　企業が利益追求を事業目的にしているのに対し、学校法人は教育・研究活動を目的としています。

企業会計は計算書類にもとづく収益と費用の差額による利益により経営実績を明らかにしますが、

学校法人会計は計算書類による財務の面から、教育研究活動が円滑に遂行されたかを明らかにしま

す。学校法人が持続的発展をする状況測定のために、企業の損益計算書に類似する事業活動収支計

算書は大変重要な計算書です。

２．学校法人会計計算書類の主な用語等

（１）資金収支・事業活動収支計算書に共通の科目

　・学生生徒等納付金、手数料、寄付金、補助金、資産売却収入（差額）、付随事業･収益事業収入

　　、受取利息・配当金、人件費、教育研究費、管理経費、予備費

（２）資金収支計算書にだけみられる科目

　・前受金収入、資金収支調整勘定、施設関係支出、設備関係支出

（３）事業活動収支計算書にだけみられる科目

　・現物寄付、退職給与引当金繰入額、減価償却額、資産処分差額、基本金組入額、基本金取崩額、

　　当年度収支差額

（４）貸借対照表にだけみられる科目

　・有形固定資産、引当特定資産（又は預金）、流動資産、固定負債、流動負債、基本金、翌年度

　　繰越収支差額

＜学校会計に特有の用語＞

資金収支調整勘定：その年度における支払い資金の実際の収入と支出だけで計算したのでは、表現

　　　　　　　　　が不十分のため、前年度以前に収入・支出されたもので当年度の活動に属する

　　　　　　　　　もの、翌年度以降に収入・支出となるが当年度の活動に属するものも含めて計

　　　　　　　　　算・調整する勘定科目を言います。「資金収入調整勘定」と「資金支出調整勘

　　　　　　　　　定」があります。

事業活動収入　　：学生生徒等納付金、手数料、寄付金、補助金など負債を伴わない収入で、借入

　　　　　　　　　金や前受金は除かれます。

事業活動支出　　：人件費、教育研究費、管理経費、借入金利息などの支出です。資金の支出を伴

　　　　　　　　　わない退職給与引当金繰入額や減価償却額を含みます。

基本金組入額　　：学校法人が諸活動の計画にもとづき教育研究の維持・充実に必要な資産を継続

　　　　　　　　　的に保持するための金額であり、事業活動収入から組入れた金額で、第１号基

　　　　　　　　　本金から第４号基本金があります。

（第1号基本金） 土地、建物、備品、図書などの固定資産の取得価額

（第2号基本金） 将来固定資産を取得する目的で積み立てた預金などの額

（第3号基本金） 基金として継続的に保有する資産の額

（第4号基本金） １ヶ月の運転資金（文部科学大臣の定める額）

繰越収支差額　　：事業活動収支計算書において事業活動収入から基本金組入を引いた額と事業活

　　　　　　　　　動支出を比べ、その差額を「当年度収支差額」と表示します。

　　　　　　　　　各年度の累積額が貸借対照表の「翌年度繰越収支差額」となります。
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